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１ 奄美ミュージアム構想の体系図 
  

 

 

 

 

 

 

  

【推進体制】 

○ 奄美ミュージアム推進会議の設置 

○ あまみ長寿・子宝プロジェクトに係る推進体制との連携

○ 大学・研究機関等との連携    など 

【目標】 

住民の創意と工夫に根ざした主体的・自発的な取組により、

奄美群島の自立的発展と豊かな住民生活を実現する。 

奄美群島全域をまるごと博物館に見立てて、 

奄美の宝を生かし、地域の潜在力を引き出して、持続可能な地域振興の取組を展開します 

【基本理念】 

癒しの島あまみ
奄美アイランドテラピー

 

展開方策（４６のアクションプログラム） 

構想の背景 
・豊かな自然や伝統・文化など優れた地域資源・素材が数多く存在する個性ある地域（世界自然遺産の候補地）

・奄美群島自然共生プランによる宝さがし 
・優れた地域資源・素材を活用した住民の創意と工夫に根ざした主体的・自発的な取組により自立的な発

展を目指す機運  など 

癒し体験・ 
感動体験 

地域に対する 
評価･意見 

来
訪
者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 

域 

で

の 

活 

動 

奄美ミュージアムの取組 
◎地域の発意と創意工夫、関係団体の連携による自

主的な取組（具体的なプログラムの展開） 
◎「奄美の宝」の活用・ネットワーク化 

活用 
○多様なﾈｯﾄﾜｰｸ形成 
○新たな魅力づくり 
○ものづくり活性化 

保存 
○環境の保全 
○個性の保持 
○未来への継承 

磨く 
○整理・分類 
○調査・研究 
○再評価 
○活用の検討 

「宝」の再発見 

○産業の振興 
①新たな産業の創出 

②販売体制の整備 

③「奄美のブランド」の確立 

④スローフードの推進 

⑤コミュニティビジネスなどの創出 

 

○体験・滞在型観光の推進 
（１）奄美癒しツーリズムの推進 

①奄美癒しツーリズムの推進 

②受入体制の整備 

③エコツアーの質的向上 

④ロケーション撮影の誘致等による 

フィルムツーリズムの推進 

⑤癒し景観の保全・整備 

⑥奄美ミュージアム特区等の活用 

（２）マーケティング活動の推進 

①マーケティング調査の実施 

②旅行会社等への広報活動・利用促進

活動 

③奄美ミュージアムパスポート・奄美マイ

レージ制度の整備 

④観光団体間の連携・協力 

○情報の発信 
（１）情報発信 

①イベントやシンポジウムの開催、アンテ

ナショップの活用 

②奄美学術フィールドの形成 

③世界遺産・ラムサール条約への取組 

④奄美の宝大使や「しまのサポーター」を

活用した全国への情報発信 
（２）ＩＴの活用 

①ポータルサイトの開設 

②携帯電話などによる情報の提供 
（３）情報提供体制の整備 

①導入拠点における情報の提供 

②中核情報発信拠点(コア)としての機能

の充実 

③各島情報発信拠点（サブコア）としての

機能の充実 

④情報発信拠点（中核・各島）間の連携

⑤宝に関する適切な整備（サテライトの整備）

（４）広報活動の推進 

①奄美群島住民への広報活動の推進 

②VI（ビジュアル・アイデンティティ）の構築

③奄美ミュージアム大賞の創設 

④奄美の「宝」１００選の公募・制定 

○群島内外との交流・連携の促進

（１）地域内交流ネットワークの形成 

①NPOや地域コミュニティとの連携促進 

②奄美ミュージアムサポート組織の整備 

③群島内交流の促進 

④奄美ミュージアムクルーズの実施 

（２）地域外との交流ネットワークの 

形成 

①アイランドキャンパスの促進 

②沖縄などとの地域間交流促進 

③全国各地の郷友会との連携促進 

④芸術家滞在の促進 

⑤癒し滞在の促進(ボラバイトの受入) 

⑥子ども留学の受入（農山村漁村留学） 

⑦コンベンションの誘致 

○人材の育成・活用 
①奄美自然・文化インストラクターの育

成・登録 

②奄美型もてなしサービス研修の実施 

③「奄美の達人養成塾」の開講 

④エコガイドの資質向上 

⑤伝統文化後継者育成の推進 
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２ 奄美ミュージアム構想の策定経緯 
 

平成 16 年 5 月 11 日

5 月 12 日

5 月 13 日

5 月 14 日

5 月 20 日

5 月 24 日

6 月 18 日

6 月 28 日

〃  

7 月 9 日

7 月 21 日

8 月 19 日

9 月 16 日

9 月 24 日

10 月 5 日

11 月 8 日

11 月 9 日

11 月 16 日

〃  

11 月 19 日

11 月 24 日

平成 17 年 2 月 28 日

 

3 月 2 日～15 日

3 月 22 日

第１回喜界島分科会 

第１回南大島分科会 

第１回与論島分科会 

第１回沖永良部島分科会 

第１回徳之島分科会 

第１回北大島分科会 

第２回喜界島分科会 

第２回沖永良部島分科会 

第２回与論島分科会 

第３回与論島分科会 

 第１回奄美ミュージアム構想策定戦略会議 

・「宝」（戦略的地域資源）の活用検討 

・観光ルートのあり方検討 

・人材育成のあり方検討 

第３回喜界島分科会 

第４回与論島分科会 

第２回北大島分科会 

 第２回奄美ミュージアム構想策定戦略会議 

・「宝」を活用した体験観光やモノづくりの検討 

・情報発信のあり方検討 

第２回徳之島分科会 

第２回南大島分科会 

第４回喜界島分科会 

第３回沖永良部島分科会 

第５回与論島分科会 

 第３回奄美ミュージアム構想策定戦略会議 

・アクションプログラムの検討 

 第４回奄美ミュージアム構想策定戦略会議 

・構想（案）の検討 

パブリックコメント（住民から意見公募） 

 奄美ミュージアム構想の決定  

＊各部会は戦略会議に合わせて開催した。 
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３ 奄美ミュージアム構想策定戦略会議委員名簿  
 

【観光部会】（五十音順） 

所 属 等 氏 名 備 考 

社団法人 

奄美大島青年会議所 
岡村  誠 

理事長 

平成16年12月31日まで 

社団法人 

奄美大島青年会議所 
配山 尚幸 

理事長 

平成17年1月1日から 

奄美大島観光物産協会 奥  篤次  

奄美観光受入連絡協議会 越間多輝鐘 会長 

奄美長寿食文化研究会 久留 ひろみ 主宰 

鹿児島県奄美パーク 町 ゆかり 学芸員 

奄美大島観光物産協会 松田  茂  

株式会社マングローブ公社 山田 通央 総務課長 

 

【産業部会】（五十音順） 

所 属 等 氏 名 備 考 

奄美大島商工会議所 有村 忠洋  

あまみ木工の里推進協議会 賀川 久男 部会長 

奄美大島酒造組合 西平  功  

奄美群島農政推進協議会 平井美保子  

本場奄美大島紬協同組合 平田 隆志  

大島地区商工会連絡協議会 福山 拓生  

奄美群島水産振興協議会 辺木 幹男  
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【歴史・文化部会】（五十音順） 

所 属 等 氏 名 備 考 

大島地区文化協会連絡協議会 伊地知元子  

和泊町歴史民俗資料館 先田 光演 社会指導員 

南のふるさとづくり推進協議会 重信千代乃 ブロックマスター 

名瀬市奄美博物館 高梨  修 学芸員 

奄美民謡協会 築地 俊造 会長 

笠利町歴史民俗資料館 中山 清美 館長、学芸員 

徳之島町社会教育課 水野  毅 学芸員 

 

【環境部会】（五十音順） 

所 属 等 氏 名 備 考 

環境省沖縄奄美地区自然保

護事務所 
阿部愼太郎 保護増殖専門官 

名瀬市奄美海洋展示館 興  克樹 嘱託員 

特定非営利活動法人 

奄美野鳥の会 
川口 和範 事務局長 

奄美自然観察の森 作田 裕恒 指導員 

奄美群島写真家協会 浜田  太 会長 

奄美の自然を考える会 美佐 恒七  

奄美自然学校 村田 智美 学校長 
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【各島分科会長】 

分科会 氏 名 備 考 

北大島 山岡 英世  

南大島 前田 芳之  

喜界島 政井 平進  

徳之島 義  憲和  

沖永良部島 東山 栄三  

与論島 竹内  浩  

 

【行政代表】 

所 属 等 氏 名 備 考 

奄美群島広域事務組合 

管理者 
平田 隆義 （名瀬市長） 

大島郡町村会長 元山 三郎 （宇検村長） 

鹿児島県 上園  淳 （大島支庁長） 

 

【顧問】 

所 属 等 氏 名 備 考 

鹿児島大学  山田  誠 法文学部長 

日本政策投資銀行 佐藤  淳 
南九州支店企画調査

課長 

奄美群島振興開発基金 岩切 哲朗 
理事長 

平成16年9月30日まで 

独立行政法人奄美群島 

振興開発基金 
川島 健勇 

理事長 

平成16年10月1日から 

 




